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３ 請求内容ごとの条項作成上の留意点

ポイント

・強制執行開始のハードルが低くなるように文言を工夫

・給付金額の特定不足に注意

(1) 婚姻費用

ア 基本形

婚姻費用の支払を定める条項の基本形は、次のとおりです。

1 相手方は、申立人に対し、婚姻費用の分担として、月額〇円を、令和

〇年〇月から当事者の離婚又は別居の解消に至るまで、毎月末日限り、

〇銀行〇支店の申立人名義の普通預金口座（口座番号〇〇〇〇〇〇〇）

に振り込む方法により支払う。この振込手数料は相手方の負担とする。

2 相手方は、申立人に対し、令和〇年〇月から令和〇年〇月までの未払

婚姻費用として〇円の支払義務があることを認め、これを、令和〇年〇

月〇日限り、〇銀行〇支店の「預り金 弁護士〇〇〇〇」名義の普通預

金口座（口座番号〇〇〇〇〇〇〇）に振り込む方法により支払う。この

振込手数料は相手方の負担とする。

イ 未払婚姻費用を分割払とする場合

未払婚姻費用を分割払とする場合の条項の記載例は、次のとおりで

す。

1 相手方は、申立人に対し、令和5年12月から令和6年3月までの未払婚

姻費用として60万円の支払義務があることを認め、これを、令和6年4月

から令和7年3月まで、毎月末日限り5万円ずつ分割して、〇銀行〇支店

の申立人名義の普通預金口座（口座番号〇〇〇〇〇〇〇）に振り込む方

法により支払う。この振込手数料は相手方の負担とする。
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４ 預貯金債権に係る情報取得（【記載例５】参照）

ポイント

・財産開示手続の前置が不要で、最も活用されている

・できるだけ多くの債務者特定事項を記載する

(1) はじめに

以下では、まず、実務上最も活用されている預貯金債権に係る情報

取得について、申立て上の留意点や手続の流れを説明した上、これと

条文を同じくする振替社債等に係る情報取得について補足し、さらに、

前二者より要件が加重されている不動産に係る情報取得、給与債権に

係る情報取得について説明します。

(2) 預貯金債権に係る情報取得の要件

預貯金債権に係る情報取得の要件は、①強制執行の一般的要件の充

足（民執207①ただし書）、②強制執行の不奏功の証明又は不奏功見込み

の疎明（民執207①・197①）です。

不動産及び預貯金に係る情報取得と異なり、財産開示手続の前置は

要求されていません。これは、預貯金債権は、債務者による処分が容

易であるため、財産開示手続を先に実施すべきものとすれば、その間

に債務者によって隠匿等されてしまうおそれがある点で、特別な配慮

が必要であることが考慮されたものです（令和元年改正法令解説・運用実

務35頁）。

(3) 当事者

ア 申立人、債務者

申立人、債務者については、債権執行における債権者、債務者と基

本的に同様ですので、第３章第２・２を参照してください。

情報取得の当事者目録には、できる限り、債務者の氏名又は名称の
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【記載例15】差押債権目録（預金債権の差押え）

〒〇〇〇―〇〇〇〇 東京都〇区〇町〇丁目〇番〇号

第三債務者 株式会社〇〇銀行

代表者代表取締役 〇 〇 〇 〇

送達先

〒〇〇〇―〇〇〇〇 東京都〇区〇町〇丁目〇番〇号

株式会社〇〇銀行〇〇支店＊1

差押債権目録

金〇円＊2

債務者（氏名の振り仮名「コウノ タロウ」、平成〇年〇月〇日生、

旧住所は別紙記載のとおり＊3）が第三債務者株式会社〇〇銀行（〇〇

支店扱い＊1）に対して有する下記預金債権及び同預金に対する預入日

から本命令送達時＊4までに既に発生した利息債権のうち、下記に記載

する順序に従い、頭書金額に満つるまで

記

1 差押えのない預金と差押えのある預金があるときは、次の順序に

よる。

(1) 先行の差押え、仮差押えのないもの

(2) 先行の差押え、仮差押えのあるもの

2 円貨建預金と外貨建預金があるときは、次の順序による。

(1) 円貨建預金

(2) 外貨建預金（差押命令が第三債務者に送達された時点における

第三債務者の電信買相場により換算した金額（外貨）。ただし、先

物為替予約があるときは原則として予約された相場により換算す

る。）

3 数種の預金があるときは、次の順序による。＊5

(1) 定期預金

(2) 定期積金
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(3) 通知預金

(4) 貯蓄預金

(5) 納税準備預金

(6) 普通預金

(7) 別段預金

(8) 当座預金

4 同種の預金が数口あるときは、口座番号＊6の若い順序による。

なお、口座番号が同一の預金が数口あるときは、預金に付せられた

番号の若い順序による。

別紙

債務者の旧住所

・北海道網走市台町2丁目2―1

・名古屋市中区三の丸1丁目7―1

・大阪市中央区大手前1丁目5―63

＊1 預金口座の管理が本支店ごとに行われている実情に鑑み、差押債権の特定

の見地から、原則として、取扱店舗となる支店（本店営業部を含みます。）の

特定が必要です（いわゆる全店一括順位付け方式による預貯金債権の特定が

不適法であることにつき最高裁平成23年9月20日決定（民集65・6・2710）、いわ

ゆる預金額最大店舗指定方式による預貯金債権の特定が不適法であることに

つき最高裁平成25年1月17日決定（判時2176・29）参照）が、いわゆるインター

ネット専業銀行、SBI新生銀行、SBJ銀行については、預金口座を本店が一元

管理していることから、支店の特定は不要です（債権ホワイト上巻127頁）。

なお、第三債務者における差押えの処理が円滑迅速に行われるようにする

ため、支店の特定をした場合には、当該支店を第三債務者の送達先とするのが

相当です。

近時、金融機関の支店の統廃合が相次いでいますので、支店名及び送達先に

ついては、金融機関に問い合わせるなどして慎重に確認する必要があります。

また、執行裁判所の発令審査では、債権者が第三債務者の送達先とした支店住
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２ 当事者（当事者目録につき、【記載例10】参照）

ポイント

・債務名義に表示された当事者と執行当事者との同一性を証明

することを要する

・「つながり証明」が容易でないケースは少なくない

(1) 当事者の特定

債権執行の申立てに当たっては、債務名義に表示された当事者（原

告／被告、申立人／相手方）と執行当事者（債権者／債務者）が同一

人であることを証明する必要があります（債権ホワイト上巻68頁）。

そして、当事者は、通常、住所及び氏名によって特定される（秋山幹

男ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅲ〔第2版〕』34頁（日本評論社、2018））ため、

債務名義上の当事者の住所及び氏名と執行当事者の住所及び氏名とが

一致している必要があるのが原則です。

(2) 債権者について

債権者については、代理人弁護士がついて申立てをする場合には、

債務名義上の住所・氏名をそのまま当事者目録に記載すればよく、債

務名義成立後に住所等の変更があったとしても、現住所等を記載しな

くとも差し支えありません。なお、債権ホワイト上巻68頁には、債権

者について、債務名義成立後、氏名、住所、商号、本店所在地等に変

更があったときは、原則として現在のそれを記載し、債務名義とのつ

ながり証明が必要である旨の記述がありますが、当該記述は、最新の

資格証明書の提出を要する法人が債権者となる場合や、個人が弁護士

に委任せずにいわゆる本人申立てをする場合（現住所を送達場所とし

て届け出る場合が多いです。）を念頭に置いたものであると考えられ、

これと異なり、個人の債権者が、弁護士に委任して申立てをする場合

12頁
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第１ 子の引渡しの強制執行

１ 子の引渡しをめぐる手続選択

ポイント

・子の引渡しの強制執行より人身保護請求の方が強力

・離婚前に子の引渡しを求める場合には、原則として、子の引

渡しの強制執行を先行させる必要がある

(1) はじめに

子の引渡しを強制的に実現する手続には、①民事執行法174条以下

に基づく子の引渡しの強制執行と、②人身保護法に基づく人身保護請

求があります。

後述の人身保護請求手続の迅速性、強制性、認容判決の実現方法に

照らし、子の引渡しの強制執行より人身保護請求の方が、強力な手続

といえますが、以下のとおり、人身保護請求の要件との関係で、子の

引渡しをめぐる法律関係に応じて、双方の手続を使い分ける必要があ

ります。

(2) 配偶者に対し、離婚前の父母の共同親権に服する子の引渡し

を求める場合

この場合、夫婦の一方による子に対する監護は、親権（民818③）に基

づくものとして、特段の事情（配偶者が子を虐待している等）がない

限り適法であることから、人身保護請求の要件である顕著な違法性が

認められるためには、原則として、人身保護請求の申立てに先立ち、

家庭裁判所に子の引渡しの審判（家事39・別表第2③）又は審判前の保全

処分（家事157①三）の申立てをして、その認容審判（配偶者に対し子の

引渡しを命ずる家事審判及び審判前の保全処分を併せて、以下「子の
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